
別添資料２ 

 

赤塚山公園民間活力導入事業 覚書（案） 
 

豊川市（以下「甲」という。）と設置等予定者である●●、●●、●●（以下、個別に又は総称して

「乙」という。）は、赤塚山公園民間活力導入事業（以下「本事業」という。）の着手にあたり、次のと

おり覚書を締結する。 

なお、本事業の実施に向け、甲が行った公募（以下、「事業者公募」という。）の際の「赤塚山公園民

間活力導入事業 公募設置等指針」（令和３年１月８日公開。以下、「公募設置等指針」という。）におい

て定義された用語は、本覚書においても同様の意義を有する。 

 

（目的） 

第１条 本覚書は、甲及び乙が、本事業の実施に必要となる事項を定めた別添の基本協定（以下「基本協

定」という。）を締結するための必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（甲及び乙の義務並びに諸手続） 

第２条 甲及び乙は、本覚書の定めを信義に従い、誠実に履行しなければならない。 

２ 乙は公募設置等指針の規定に従い乙が甲に提出した公募設置等計画及び付随する一切の書類（以下

「公募設置等計画等」という。）を遵守するものとする。公募設置等指針と公募設置等計画等の間に

齟齬がある場合は、公募設置等指針の内容が優先する。ただし、公募設置等計画等の内容が公募設置

等指針で示された水準以上の内容である場合は、公募設置等計画等の内容が優先する。 

 

（基本協定の締結） 

第３条 甲及び乙は、本事業の実施に向けての協議を経て、基本協定を締結するものとする。ただし、基

本協定に関する協議の範囲は本事業が公募手続により行われた趣旨を損なわない範囲に限るものとす

る。 

２ 甲及び乙は、前項に定める協議で合意された範囲において別添の基本協定の内容を変更することがで

きるものとし、公募設置等計画等の変更が必要となった場合、乙が協議の結果を反映させた公募設置

等計画等の変更（以下「変更行為」という。）を完了した後に基本協定を締結するものとする。なお、

変更行為が完了していない場合においても、甲が基本協定の締結に支障がないと認めた場合は、基本

協定を締結できるものとする。 

３ 基本協定は、令和４年４月●日までに締結するものとする。ただし、甲がやむを得ないと認める場合

は、甲及び乙が協議して新たに期限を定めることができるものとする。 

４ 前項の規定により新たな期限を定めようとする場合は、甲又は乙は、相手方に対して令和４年●月●

日までに申し出なければならない。 

 

（基本協定不調の場合における処理） 

第４条 次の各号に掲げる事由により第３条に規定する基本協定の締結に至らなかった場合、甲及び乙が

本事業の準備のために要した費用並びにこの条の規定により本覚書を解除するために要した費用につ

いては、本覚書の当事者が各自負担するものとし、相手方にその費用を請求することができない。 

（１）天変地異その他甲又は乙のいずれの責めにも帰すことができない事由により本事業の実施が不可

能又は極めて困難になった場合 

（２）第５条の規定により、本覚書が解約された場合（同条第３項に該当する場合を除く。） 

 



（本覚書の任意解除） 

第５条 乙は、乙の都合により本事業を実施できなくなった場合は、甲と協議の上、認定計画提出者の地

位を辞退し、本覚書の解約を申し出ることができる。 

２ 乙は、前項の規定により認定計画提出者の地位を辞退し、本覚書を解約しようとするときは、令和３

年●月●日（第３条第３項ただし書の規定により新たな期限を定めた場合においては、当該期限の 14

日前）までに、甲に対してその旨を書面で申し出なければならない。 

３ 第１項による乙の申し出があったときは、本覚書は解約されるものとする。ただし、乙が前項に定め

る期日までにその申出をしなかったときは、乙は、甲に対して違約金を支払わなければならない。 

４ 前項の違約金の額は、金●円（提案された公募対象公園施設全体の面積に対する設置許可使用料の１

年分の１０分の１に相当する額）とする。 

 

（本覚書の強制解除） 

第６条 甲は、次に掲げる場合は、事前に乙に催告あるいは乙と協議することなく、乙の認定計画提出 

者の地位を解消し、本覚書を解除することができるものとする。 

（１）第３条第３項に規定する期限（同項ただし書の規定により新たな期限を定めた場合においては、

当該期限）までに基本協定が締結されない場合 

（２）乙が、令和４年●月●日（第３条第３項ただし書の規定により新たな期限を定めた場合において

は、当該期限の 14 日前）までに変更行為（甲が基本協定の締結に支障がないと認めた部分を除く。）

を完了できない場合 

（３）乙が第７条の規定に違反した場合で、甲が本事業の実施に支障があると認める場合 

（４）乙、その役員又は従業員が以下のいずれかに該当するとき。 

ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴力団対策法」

という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）であると認められるも

の 

イ 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に

実質的に関与していると認められるもの 

ウ 自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は

暴力団員を利用するなどしたと認められるもの 

エ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴

力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるもの 

オ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるもの 

カ その他上記アないしオに準ずるもの 

（５）乙が、破産、会社更生、民事再生、若しくは特別清算の手続又はこれらに類似する手続について

乙の株主総会又は取締役会その他意思決定機関でその申立てを決議したとき又は第三者（乙の役員を

含む。）によってその申立てがなされ、当該決議又は申立ての日から３０日以内に当該決議又は申立

てが取り消され又は取り下げられなかったとき 

（６）乙について手形取引停止処分又は株式会社全銀電子債権ネットワークによる取引停止処分若しく

は他の電子債権記録機関によるこれと同等の措置がなされたとき、その他乙の財務状況が著しく悪化

し、本事業の実施が困難と認められるとき 

（７）乙について、本事業の実施に必要となる許認可等が終了又は取り消され、かつ、相当期間内にこ

れを復させることが困難であって、その結果、本事業の継続が困難となったとき 

２ 前項に掲げる場合により、乙の認定計画提出者又は認定計画提出者となりうる地位が解消され、本覚

書が解除された場合、乙は、甲に対して違約金を支払わなければならない。ただし、前項第１号又は

第２号に掲げる場合で乙の責に帰すべき事由によらない場合を除く。 



３ 前項の違約金の額は、金●円（提案された公募対象公園施設全体の面積に対する設置許可使用料の１

年分の１０分の１に相当する額）とする。 

 

（秘密保持） 

第７条 甲及び乙は本事業に関する事項について、相手方の事前の承諾を得ることなく第三者に開示せず、

及び本覚書の履行の目的以外には使用しないものとする。ただし、法令の規定に基づき開示が要求さ

れる場合、裁判所により開示が命じられた場合、乙が本事業に関する資金調達を図るために合理的に

必要なものとして開示する場合、甲が豊川市情報公開条例（平成 13 年 3 月 23 日条例第 4 号）等に基

づき開示する場合、及び甲が議会の質問に対して回答する場合は、この限りでない。 

２ 前項ただし書の規定により情報を開示する場合は可能な範囲内で相手方にその旨を事前に連絡するよ

う努めるものとし、かつ、情報を開示した後においては速やかに相手方にその旨を通知しなければな

らない。 

 

（本覚書の変更） 

第８条 本覚書の規定は、甲及び乙間の書面による合意がなければ変更できない。 

 

（本覚書の有効期間） 

第９条 本覚書の有効期間は、別途定める場合を除き、本覚書締結の日から基本協定締結日までとする。

なお、本覚書の失効後も、第７条、第 10 条及び第 11 条の規定の効力は存続する。 

 

（定めのない事項等） 

第 10 条 乙は、本覚書に定めのない事項やその他必要な事項については、甲の指示に従うものとする。 

 

（準拠法及び裁判管轄） 

第 11 条 本覚書に関して紛争が生じたときは、名古屋地方裁判所を第１審の専属的合意管轄裁判所とす

る。  



 

本覚書の成立を証するため、本書２通を作成し、記名押印のうえ、甲及び乙の代表企業が各一通を所有す

るものとする。 

 

令和 年 月 日 

 

甲 豊川市諏訪 1丁目 1 番地 

豊川市 

代表者 豊川市長 ○○ ○○ 印 

 

乙 ●共同企業体 

 

[代表企業] 

（所在地） 

（団体名） 

（代表者）    印 

 

[構成員] 

（所在地） 

（団体名） 

（代表者） 印 

 

[構成員] 

（所在地） 

（団体名） 

（代表者） 印 

 

 


